予算要求資料
平成２９年度当初予算　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名　研究開発財団補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　商工労働部産業技術課産学連携係　電話番号：058-272-1111（内3051）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11352@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　        49,613千円（前年度予算額：49,369千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	49,369
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	49,369

	要求額
	49,613
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	49,613

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
      公益財団法人岐阜県研究開発財団（以下「財団」という。）の管理運営に

　　要する経費及び各種事業の実施にかかる経費の補助等の要求である。
（２）事業内容

　　　当財団は、研究開発に関する情報収集、情報提供、交流、支援、啓蒙普及

　　等を促進することにより、新しい技術の開発、新技術の地域産業への応用、

　　実用化を通して、地域産業の高付加価値化を推進し、もって県民生活の質の

　　向上に寄与することを目的としており、これらの目的を達成するため、財団

　　運営及び事業実施に必要な経費として、補助金等を交付している。
1 人件費　②運営費　③施設管理費　④事業費（産学官共同研究促進事業、研究開発推進調査事業、特許権管理事業）
（３）県負担・補助率の考え方

　　　当財団の管理運営を円滑かつ適切に行うための人件費、運営費、施設管理

　　費と各種事業を実施するための事業費等であることから、補助等を継続して

　　いく必要がある。
（４）類似事業の有無
　　　－
３　事業費の積算内訳（人件費、運営費、施設管理費、事業費）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	 31,241
	役員・顧問・嘱託員報酬、職員給料、手当・福利厚生費等

	運営費
	  3,257
	理事会費、管理費等

	施設管理費
	  5,335
	

	事業費
	9,780
	産学官共同研究促進事業、研究開発推進調査事業、特許管理事業

	合計
	 49,613
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）後年度の財政負担
　　　当財団の事業推進、適切な管理運営を行うため、人件費及び運営費等の補

　　助を継続して実施していく必要がある。
（２）事業主体及びその妥当性
　　　事業主体は、公益事業を目的とする公益財団法人岐阜県研究開発財団であり、当財団の事業推進及び管理運営業務を継続して行っている。
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	公益財団法人岐阜県研究開発財団補助金

	補助事業者（団体）
	公益財団法人岐阜県研究開発財団

	補助事業の概要
	地域の企業等に対して様々な支援を行う（公財）岐阜県研究開発財団に対し、人件費、運営費、施設管理費、事業費を助成することにより、地域産業の技術力、競争力の向上、新事業創出の促進を目指す。

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（　１０分の１０以内　　　　　　　　　　　　　）

	補助効果
	公益財団法人への経費助成により、成長産業分野の総合的な支援や、新技術の開発・応用・実用化を通じ、地域産業の高付加価値化を推進することで、県内企業のイノベーションを実現し、県民生活の質の向上に寄与する。

	終期の設定
	平成２８年度


（事業目標）

	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

地域の企業等に対して各種の研究開発情報を提供するとともに、大学等の保有する研究・技術シーズを地域の企業が実用化、製品化するための支援を行い、地域産業の技術力、競争力の向上、新事業創出の促進を目指す。

また、県内企業へ県試験研究機関や大学等の技術シーズの橋渡しを行い、産学官共同研究を支援し、県内企業のイノベーションを実現するとともに、地域産業の活性化を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前

(H28年9月末)
	目標

(H29年度末)
	目標

(終期)

	①産学官共同研究助成件数（件/年）
	3
	3
	3

	②共同研究プロモート件数（件/年）
	3
	10
	10


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度

（要求）

	補助金交付実績
	50,986千円
	44,536千円
	53,463千円
	(予算額)

49,369千円
	(要求額)

49,613千円

	指標①目標
	3
	3
	3
	3
	3

	指標①実績
	3
	2
	3
	3
	(推計値)

3

	指標①達成率
	100％
	67％
	100％
	100％
	(推計値)
100％

	指標②目標
	－
	－
	－
	10
	10

	指標②実績
	－
	－
	－
	(H28.9月末)
3
	(推計値)

10

	指標②達成率
	％
	％
	％
	(H28.9月末)
30％
	(推計値)
 100％


（前年度の成果）

	　産学官共同研究助成事業については、平成28年度は３件の共同研究に対し助成し、提案公募型事業への応募につながる芽出し研究を推進している。
また、研究開発財団に設置したコーディネータが、企業・大学等・試験研究機関等の関係機関を訪問する研究コーディネート活動を行っており、平成28年度９月末時点で３件の共同研究に発展させることができた。


（今後の課題）

	・中小企業が国等の提案公募事業等を活用するためには、その前段となる芽出し研究による技術開発等が不可欠であるため、引き続き産学官が連携した共同研究を推進する必要がある。

・本県企業のイノベーションのためには、大学等の技術シーズの取り込みや業界の将来ニーズを踏まえた研究開発が必要であり、将来を見通して関係者の連携を促進するという、研究開発財団のコーディネータ活動が益々重要となる。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	本県は売り上げトップが製造業である「モノづくり県」であるが、急速に進展する技術革新等、産業界をとりまく大きな環境変化に対応するためのイノベーションが求められている。そのため、産学官連携の支援強化等や企業研究等に対するコーディネータ活動、研究に必要な情報の提供等が求められている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	財団の助成事業や企業へのコーディネータ活動等により、開発段階における「死の谷」（研究開発資金の枯渇）を企業が乗り越えられるように、産学官共同研究助成を継続している。また、産学官の連携を密にし、共同研究に発展するように働きかけている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	財団でこれまで蓄積した情報をもとに、より企業ニーズを反映した制度や情報提供ができるように見直しを行い、より多くの企業にとって役立つものとなるようにしている。


（事業の見直し検討）

	・大学等の技術シーズの取り込みや業界の将来ニーズを踏まえた研究開発を推進するためには、産学官の共同研究に対し助成するだけでなく、産業界を熟知する人材による研究支援活動が不可欠であることから、研究開発財団にコーディネータを設置し、企業と大学、県試験研究機関との橋渡し機能を強化する。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止
（理由）

　近年は技術シーズ・ニーズのマッチングに止まらず、大学や県試験研究機関等の技術シーズを中小企業に橋渡しする機能や、業界ニーズを先読みし大学や県試験研究機関等の研究開発を誘導する機能も求められている。

　当該財団はこの機能を担う機関として設置された団体であり、県内の中小企業のイノベーションの実現という政策目的の達成のためには、継続した支援が不可欠である。


